様式18
新規学校卒業者に係る募集の中止・募集人員の削減通知書

１　事業所の概要

	1 事 業 所 番 号
	
	
	
	
	－
	
	
	
	
	
	
	－
	

	2 事　業　内　容　
	

	3 従　業　員　数
	[企業全体]　　　　　　　　人
	[うち当該事業所]　　　　　　　人

	4 資　本　金
	　　　　　　　　　億　　　　　　　万円

	5 他の事業所の所在地
	[bookmark: _GoBack]

	6 連　絡　先
	[人事担当者職氏名]

	
	[ＴＥＬ]
	[ＦＡＸ]

	
	[e-mail]　　　　　　　　　　@　　　　　　　　

	7 募集の中止・募集人員の削減理由
	

	8 推薦依頼学校、求人情報を提供した学校等への対応状況
	





２　募集の中止・募集人員の削減の状況
	求　人　番　号
（対象の求人が4件以上ある場合は任意の別紙に記載し添付してください。）
	合　計
	

	
	
	中学
	高校
	大学等

	     　　　  -        
	
	
	
	

	
	当初の募集人員
	
	
	
	

	
	変更後の募集人員
	
	
	
	

	     　　　  -        
	
	
	
	

	
	当初の募集人員
	
	
	
	

	
	変更後の募集人員
	
	
	
	

	     　　　  -        
	
	
	
	

	
	当初の募集人員
	
	
	
	

	
	変更後の募集人員
	
	
	
	


　注1：能開とは、公共職業能力開発施設等をいう。
　注2：求人申込みを学校等に対して行っている場合は、当該学校等のリストを添付すること。


　職業安定法施行規則第35条第2項の規定により、上記のとおり通知します。


　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業所名

	所在地　

	代表者氏名


（押印不要）

○○公共職業安定所長
　　　　　　　　　　　　殿
○○学校長


[記入上の注意]
　１　この通知書は、新規学校卒業者について、募集を中止し、又は募集人員を削減する場合に、あらかじめ公共職業安定所長及び施設の長（学校長）にその旨を通知する際に使用すること。ただし、大学等を新たに卒業しようとする者に係る募集人員の削減に係る通知は、これらの募集人員の合計を、当初の募集人員の合計より30人以上かつ３割以上減じようとする場合に限るものとする。

　２　①には、雇用保険適用事業所番号を記載すること。

　３　②には、「自動車製造業」、「電子部品製造業」、「ソフトウェア業」、「塗装工事業」等その事業所の事業の種類を記入すること。

　４　③には、［企業全体］欄に、同一企業において当該事業所以外にも本店、支店、営業所等がある場合に、それを含めた企業全体の従業員数を記入することとし、［うち当該事業所］欄には、求人事業所の従業員数を内数で記入すること。

　５　④には、事業所の資本金（支払い済み資本金）を記入すること。なお、当該事業所が出張所、分工場、営業所あるいは支店である場合には本社（店）を含めた企業全体の資本金を記入すること。また、株式会社、有限会社、合同会社以外の公益法人・相互会社（生命保険会社など）・個人事業主等には資本金は存在しないので、その場合はあえて記入する必要はないこと。

　６　⑤には、当該事業所以外にも本店、支店、営業所等が複数存在する場合に、その所在地等を記入すること。

　７　⑥には、採用、選考業務を担当する者の所属と役職名、氏名、及びその連絡先電話番号、内線番号、ＦＡＸ番号、e-mailアドレスを記入すること。

　８　⑦には、募集の中止又は募集人員の削減にいたった理由を具体的に記載すること。

　９　⑧には、募集の中止又は募集人員の削減を行うこととなった求人の推薦依頼をした学校等に対する具体的な対応状況を記載すること。

　10　「２ 募集の中止・募集人員の削減の状況」については、複数の求人において募集の中止又は募集人員の削減が行われる場合は、当該求人毎に記載すること。

11　「当初の募集人員」欄には、当初、募集を行った際の募集人員について、学校種別に記入すること。その際、求人票など当初の募集人員を確認することができる書類（求人申込みを学校等に対して行っている場合は、当該学校等のリストを含む。）等を添付すること。

　12　「変更後の募集人員」欄には、募集の中止又は募集人員の削減を実施した後における募集人員について、学校種別に記入すること。

　13　宛名欄には、この通知書を提出する公共職業安定所、又は学校の名称を記載すること。なお、提出先1件ごとに1通を作成すること。
[参考]
	　○職業安定法施行規則（昭和22年労働省令第12号）（抄）
(法第五十四条に関する事項)
第三十五条　厚生労働大臣は、労働者の雇入方法の改善についての指導を適切かつ有効に実施するため、労働者の雇入れの動向の把握に努めるものとする。
２　学校(小学校(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。)及び幼稚園(特別支援学校の幼稚部を含む。)を除く。)、専修学校、職業能力開発促進法第十五条の七第一項各号に掲げる施設又は職業能力開発総合大学校(以下この条において「施設」と総称する。)を新たに卒業しようとする者(以下この項において「新規学卒者」という。)を雇い入れようとする者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ、公共職業安定所及び施設の長(業務分担学校長及び法第三十三条の二第一項の規定により届出をして職業紹介事業を行う者に限る。)に人材開発統括官が定める様式によりその旨を通知するものとする。
一　新規学卒者について、募集を中止し、又は募集人員を減ずるとき(厚生労働大臣が定める新規学卒者について募集人員を減ずるときにあつては、厚生労働大臣が定める場合に限る。)。
二　新規学卒者の卒業後当該新規学卒者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、又は通知した後、当該新規学卒者が就業を開始することを予定する日までの間(次号において「内定期間」という。)に、これを取り消し、又は撤回するとき。
三　新規学卒者について内定期間を延長しようとするとき。
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